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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第65期

第３四半期
連結累計期間

第66期
第３四半期
連結累計期間

第65期

会計期間
自　平成26年４月１日
至　平成26年12月31日

自　平成27年４月１日
至　平成27年12月31日

自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日

売上高 （千円） 21,819,901 22,249,068 27,451,390

経常利益 （千円） 1,451,529 1,376,438 1,453,831

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（千円） 642,036 614,893 646,643

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 955,106 798,341 1,005,187

純資産額 （千円） 10,283,270 10,983,364 10,333,351

総資産額 （千円） 18,144,239 18,050,120 17,157,365

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 43.28 41.45 43.60

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 47.4 50.5 50.4

 

回次
第65期

第３四半期
連結会計期間

第66期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自　平成26年10月１日
至　平成26年12月31日

自　平成27年10月１日
至　平成27年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 14.02 15.70

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、第１四半期連結累

計期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としておりま

す。

４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

２【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

２【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

なお、第１四半期連結累計期間より、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）

等を適用し、「四半期純利益」を「親会社株主に帰属する四半期純利益」としております。

(1) 業績の状況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政府及び日本銀行による経済・金融政策の効果により、好調

な企業業績を背景に引き続き回復基調にあります。しかしながら中国経済の成長鈍化や新興国経済の減速に加え、

中東情勢の混乱など先行きに対する不安を払拭できない状況が続いております。個人消費は、名目賃金の上昇や雇

用の改善などから持ち直しの動きが見られますが、エネルギー以外の物価上昇圧力は強く、消費者の節約志向も高

まっており、本格的な回復には至っておりません。

このような状況のもと、当社グループの主要事業である卸売事業においては、モデル住宅を活用した工務店営業

支援による需要の掘り起こしを進め、小売事業においては、主力大型店の改装による魅力ある売場づくりと特色あ

るイベント企画の開催による顧客の拡大に努めてまいりました。

これらの結果、当第３四半期連結累計期間の業績は、売上高222億49百万円（前年同四半期比2.0％増）、営業利

益13億65百万円（同6.0％減）、経常利益13億76百万円（同5.2％減）、親会社株主に帰属する四半期純利益６億14

百万円（同4.2％減）となりました。

セグメントの業績は次のとおりであります。

①　卸売事業

住宅市場は、徐々に回復に向かっており、４月から12月までの新設持家着工戸数は全国で220千戸（前年同期

比2.4％増）、北海道で９千戸（同2.6％増）とわずかながら前年を上回る水準で推移しております。このような

状況のもと、輸入関連商品などの新商品の開発と販売強化、提案型モデル住宅「Ｓｋｏｇのいえ」による需要の

創出に努めてまいりましたが、円安による仕入原価の上昇や、運送費などの経費の増大により、売上高90億63百

万円（前年同四半期比4.5％増）、営業利益７億42百万円（同1.7％減）となりました。

②　小売事業

個人消費の回復に伴いホームセンター業界も徐々に明るさを取り戻しつつありますが、そのペースは緩やかな

ものとなっており、とりわけ当社グループの市場である北海道においては、個人の消費マインドは依然として力

強さに欠ける状況が続いております。このような状況のもと、大型店３店舗の大規模改装によるお客様の利便性

向上と、リニューアルセールや各種イベント企画による来店客数の増大に努めてまいりましたが、同業他社や他

業種との競合による価格競争や、経費の増大により、売上高125億１百万円（前年同四半期比0.1％減）、営業利

益７億６百万円（同8.5％減）となりました。

③　不動産事業

賃貸資産の運用により、売上高１億53百万円（前年同四半期比0.6％減）、営業利益１億２百万円（同11.6％

増）となりました。

④　足場レンタル事業

旭川営業所の開設による営業基盤の拡大と、非住宅系の大型物件の受注により、売上高５億31百万円（前年同

四半期比11.9％増）、営業利益94百万円（同0.5％増）となりました。

(2) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

(3) 研究開発活動

該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 50,400,000

計 50,400,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現在
発行数（株）

（平成27年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成28年２月12日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 15,180,000 15,180,000

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数

100株

計 15,180,000 15,180,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数
増減数（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成27年10月１日～

平成27年12月31日
－ 15,180,000 － 793,350 － 834,500

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成27年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

①【発行済株式】

平成27年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式     347,100 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式  14,830,100 148,301 －

単元未満株式（注） 普通株式       2,800 － －

発行済株式総数           15,180,000 － －

総株主の議決権 － 148,301 －

　（注）「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式24株が含まれております。

②【自己株式等】

平成27年12月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

株式会社キムラ
札幌市東区北六条東二丁

目３番１号
347,100 － 347,100 2.29

計 － 347,100 － 347,100 2.29

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成27年10月１日から平

成27年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成27年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,916,794 1,581,284

受取手形及び売掛金 1,752,823 ※ 2,433,148

商品 2,442,703 3,001,608

販売用不動産 152,229 152,229

その他 331,296 323,092

貸倒引当金 △2,536 △3,437

流動資産合計 6,593,311 7,487,926

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 4,342,278 4,262,681

土地 2,420,343 2,419,361

その他（純額） 2,196,721 2,294,796

有形固定資産合計 8,959,343 8,976,840

無形固定資産 19,256 17,292

投資その他の資産   

その他 1,589,508 1,579,426

貸倒引当金 △4,054 △11,364

投資その他の資産合計 1,585,454 1,568,061

固定資産合計 10,564,054 10,562,194

資産合計 17,157,365 18,050,120

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 1,880,932 2,748,234

短期借入金 1,492,500 1,140,000

未払法人税等 332,083 319,795

賞与引当金 111,543 128,790

その他 665,453 644,979

流動負債合計 4,482,512 4,981,800

固定負債   

長期借入金 1,332,500 1,055,000

役員退職慰労引当金 37,730 37,730

退職給付に係る負債 223,433 234,340

資産除去債務 233,565 237,103

その他 514,272 520,782

固定負債合計 2,341,501 2,084,956

負債合計 6,824,014 7,066,756
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成27年12月31日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 793,350 793,350

資本剰余金 834,500 834,500

利益剰余金 6,811,168 7,277,732

自己株式 △132,934 △132,934

株主資本合計 8,306,083 8,772,648

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 189,808 187,175

繰延ヘッジ損益 △103 －

土地再評価差額金 148,982 148,982

その他の包括利益累計額合計 338,687 336,157

非支配株主持分 1,688,580 1,874,559

純資産合計 10,333,351 10,983,364

負債純資産合計 17,157,365 18,050,120
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年12月31日)

売上高 21,819,901 22,249,068

売上原価 16,491,490 16,873,325

売上総利益 5,328,410 5,375,742

販売費及び一般管理費   

従業員給料及び賞与 1,563,020 1,638,509

賞与引当金繰入額 116,200 128,790

退職給付費用 22,365 31,813

貸倒引当金繰入額 363 1,953

その他 2,173,151 2,208,894

販売費及び一般管理費合計 3,875,101 4,009,960

営業利益 1,453,309 1,365,781

営業外収益   

受取利息 562 677

仕入割引 65,061 66,244

その他 25,764 30,767

営業外収益合計 91,387 97,689

営業外費用   

支払利息 32,425 22,421

売上割引 59,121 56,580

その他 1,621 8,030

営業外費用合計 93,168 87,032

経常利益 1,451,529 1,376,438

特別利益   

固定資産売却益 2,129 462

受取保険金 9,374 －

特別利益合計 11,503 462

特別損失   

固定資産除売却損 854 3,038

特別損失合計 854 3,038

税金等調整前四半期純利益 1,462,178 1,373,863

法人税、住民税及び事業税 616,823 593,858

法人税等調整額 △12,080 △20,748

法人税等合計 604,742 573,110

四半期純利益 857,436 800,753

非支配株主に帰属する四半期純利益 215,399 185,859

親会社株主に帰属する四半期純利益 642,036 614,893
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年12月31日)

四半期純利益 857,436 800,753

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 96,438 △2,613

繰延ヘッジ損益 1,232 202

その他の包括利益合計 97,670 △2,411

四半期包括利益 955,106 798,341

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 739,099 612,363

非支配株主に係る四半期包括利益 216,007 185,978
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（企業結合に関する会計基準等の適用）

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）、「連結財務諸表に関する会計基

準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　

平成25年９月13日）等を第１四半期連結会計期間から適用し、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分か

ら非支配株主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第３四半期連結累計

期間及び前連結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。

（四半期連結貸借対照表関係）

※　四半期連結会計期間末日満期手形

四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休日でし

たが、満期日に決済が行われたものとして処理しております。当第３四半期連結会計期間末日満期手形の金額は、

次のとおりであります。

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)

当第３四半期連結会計期間

(平成27年12月31日)

受取手形 －千円 57,963千円

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年12月31日）

減価償却費 369,146千円 356,958千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年12月31日）

配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月27日

定時株主総会
普通株式 148,331 10 平成26年３月31日 平成26年６月30日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年12月31日）

配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月26日

定時株主総会
普通株式 148,328 10 平成27年３月31日 平成27年６月29日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：千円）

 卸売事業 小売事業 不動産事業
足場レンタル

事業
合計

売上高      

外部顧客への売上高 8,671,105 12,519,600 154,071 475,123 21,819,901

セグメント間の内部売上高
又は振替高

484,571 4,556 16,992 － 506,119

計 9,155,677 12,524,156 171,063 475,123 22,326,021

セグメント利益 755,534 771,627 92,210 93,710 1,713,083

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容（差異調整に関する事項）

（単位：千円）
 

利益 金額

報告セグメント計 1,713,083

セグメント間取引消去 △5,737

全社費用（注） △254,036

四半期連結損益計算書の営業利益 1,453,309

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：千円）

 卸売事業 小売事業 不動産事業
足場レンタル

事業
合計

売上高      

外部顧客への売上高 9,063,071 12,501,414 153,125 531,456 22,249,068

セグメント間の内部売上高
又は振替高

437,472 3,294 20,412 － 461,178

計 9,500,543 12,504,708 173,537 531,456 22,710,246

セグメント利益 742,936 706,394 102,885 94,141 1,646,357

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容（差異調整に関する事項）

（単位：千円）
 

利益 金額

報告セグメント計 1,646,357

セグメント間取引消去 △1,870

全社費用（注） △278,705

四半期連結損益計算書の営業利益 1,365,781

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 43円28銭 41円45銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（千円）
642,036 614,893

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期

純利益金額（千円）
642,036 614,893

普通株式の期中平均株式数（株） 14,832,936 14,832,876

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成28年２月12日

株式会社キムラ

取締役会　御中

 

新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 篠河　清彦　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 石若　保志　　印

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社キムラ

の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成27年10月１日から平成27

年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社キムラ及び連結子会社の平成27年12月31日現在の財政状態及

び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な

点において認められなかった。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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